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リーガルマイ ン ドの視点か ら国際的な資質 を育成す る

社会科学習(1)

柳生　大輔　　棚橋　健治　　木村　博一

1.は じめに

　新学習指導要領(、)に よる授業が始まって,中 学校

は二年 目を迎えた。各教育現場における法教育(2)の

教育実践(3)も かな り蓄積 されているが,実 際に行わ

れている法教育に対する見方は,知 識偏重型 と考え方

重視型に大別 される。そして教育現場で行われている

実践は,前 者の確かな知識を求める傾向が強いように

思 う(4)。っま り法教育に関しては,日 常生活の中で法

を活用し応用できる力を習得 させ,主 体的に行動しよ

うとする意欲 と態度を身にっけさせ るとの観点が希薄

であるといえる。よって,早 急にリーガルマイン ド(法

的思考力)(5)を 育てる教育に重点を置 くことで,グ

ローバル社会の中でも希望を持って生きぬくことので

きる国際的資質を有 した市民を育成 していかなければ

ならない。

　国際的資質とはいかなるものなのか。現代社会は,

国際化 ・高度情報化が急激に進み利害関係が複雑に絡

み合い,問 題解決が単純ではない社会である。今 自分

が既有している知識の理解だけでは,目 の前の社会事

象や今後起 こるであろう社会的事象を捉えることは難

しくなってくる。そのような中で,社 会科は,社 会の

変化に適応 し,平 和的な社会を築くことができる人材

を育成 していかなければならない。国際化や情報化が

進展する現代社会においては,自 己の思考をより科学

的なものへと再構成 し,自 分な りに知識を構造化 して

いく習慣や能力を身につけていく必要がある。また,

思考力や適切な判断力を持ち,他 者 ・多国との価値観

の違いを認め,お 互いの関係を平和的に形成する資質

も必要になる(6)。21世紀を担 う子どもたちのために育

成 したいこのような資質を国際的資質とし,本 校のめ

ざす子ども像 「様々な人々とともに,積 極的に,粘 り

強く課題解決に取 り組む中で,社 会において有為な人

となるべく自己の向上をはかる子ども」の育成も射程

に入れながら,系 統的に法的思考力を育成す る研究を

進 めてい く。

2.研 究の 目的 ・方法

(1)法 教育の 目的

　様々な考 え方や価値観 を持 ち,多 様 な生 き方 を求 め

る人々が,お 互いの存在 を承認 し,尊 重 しなが ら,と

もに協力 して生 きてい くこ とので きる社会,つ ま り,

みんな とともに 自分 らしく生 きるこ とので きる社会 を

構築 ・維持す るた めに,法 がいか なる役割 を果た し,

また果たすべ きなのか を理解 し,学 んでい こ うとす る

こ とが法教育の 目的で ある。そ して,法 教育 を通 じて

育成 され るべ き能力 ・資質 には,以 下の4点 を挙 げる

こ とがで きる(7)。

①　公正 に事実 を認 識 し,問 題 を多面的 に考察す る能

　力。

②　 自分の意見 を明確 に述べ,ま た他人の主張 を公平

　 に理解 しよ うとす る姿勢 ・能力。

③ 　多様な意見 を調整 し,合 意 を形成 した り,ま た公

　平な第三者 として判断 を行 った りす る能力。

④　 自尊感 情及び他者 に対す る共感 。

　 これ ら4つ の能力 ・資質 を育成 させ るた め,特 に昨

今,深 刻な雇用問題 が クローズア ップ されてい るこ と

か ら,法 教育 と しての労働法教育の観点か ら単元開発

を行い,実 践 してい くことにす る。

(2)研 究の特色

　本研究を実践することで,他 者の異なる意見に耳を

傾 け,具 体的な根拠を挙げて議論できるようにな り,

同時に自由や平等,公 正さといった基本的価値に留意

しつつ,関 連する法制度や具体的な問題 を理解 ・評価

できるようになると考える。具体的には,昨 今の正規

社員の減少 と非正規社員の増加,並 びに苛酷な労働環

境などが社会問題 として注 目を浴びていること,そ し

て 目の前の多くの生徒が,将 来実際に身を置く労働現
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場で,現 在何が起こってお り,何 が問題なのか リーガ

ル リテラシーの育成に裏打ちされた リーガルマイン ド

によって,ア プローチしていくことは,国 際的資質を

育成する上でも意義あることだと考える。

　 しかしながら,義 務教育の最終段階である中学校に

おいて,法 教育の一環として刑事裁判や民事裁判を扱

うことはあっても,労 働問題について労働法のあ り方

を主体的に考察し,労 働法を活用して社会問題の解決

をはかろ うとす る単元開発並びに実践は,高 等学校に

比べてまだまだ少ない(8)。

(3)研 究の方法

　法教育としての労働法教育は,労 働法の基礎 となっ

ているA法 的な価値やその背景を理解 し,B問 題を認

識 し,C法 的に考えることとなる。 さらに,労 働法教

育においては,D法 を使って行動できることが必要と

なる(9)。これ らの分析枠組みは,リ ーガルマイン ドを

特に リーガル リテラシー(法 的素養)の 育成に裏打ち

された能力,す なわち,① 知識面では,価 値 ・原理に

関する理解,さ らには制度手続についての知識の育成,

また②技能面では,知 識を応用 させ る技能と参加の技

能の育成が必要であ り,さ らに③気概 ・信念 といった

面の育成 も大切にす ることと,十 分関連 していると考

える。上記A～Dを 分析枠組 として,開 発 した単元の

実践を分析するものとす る。なお,従 前行ってきた,

広島弁護士会の主催する裁判傍聴制度や学校への弁護

士派遣制度の利用,並 びに今後は,広 島大学法科大学

院の院生にも協力をしてもらうなど,外 的 リソースを

有効に活用 した取 り組みも今後計画 ・実施 していきた

い。

付けて考え,ま た手続的な正義や利益相反 といった基

本的な考え方も合わせて,授 業を通 じて身に付けさせ

ることが必要である。さまざまな問題を解決 し,結 論

を導くためには,手 続を踏まなければならず,手 続に

反 していると,本 来あるべき結論も導くことができな

い。本単元は労働裁判の事例を取 り上げて,読 み取っ

た事実をもとに,自 ら判断 し表現 してい く法的経験の

場を与えるものである。なぜな らば,労 働法を知 り,

労働法で考えることによって,正 しい勤労観や職業観

の基礎を培い,将 来 自らが労働者になった時,労 働法

を考えなが ら仕事 と生活の調和を図ることが可能とな

ると考えるか らである。なお,授 業においては,毎 時

間ワークシー トを配布 し,学 習内容を積み重ね,単 元

の終了時には,16枚 の冊子 とし,学 習内容をまとめた。

(3)単 元の目標

○司法制度に関心を持ち,裁 判の しくみや司法に関す

　る諸課題 を意欲的に追究 し,働 きがいのある人間 ら

　 しい労働が可能な,持 続可能な社会を作ろうとする

　ことができるようにする。

○争いや問題の中に,法 的問題 を発見 し,そ の要因を

　整理分類 し,合 意形成のために合理的な解決方法を

　追究 し表現することができるようにする。

○裁判に関連する国民の権利や,裁 判における課題,

　勤労の権利 と労働基本権を理解するために,法 令や

　判例,新 聞記事などの資料を活用することができる

　ようにする。

〇三審制や司法権の独立,裁 判の種類 と手続き,国 民

　の司法参加の意義,労 働者の権利な どについて理解

　することができるようにする。

3.実 践事例

(1)単 元名

　 「働 くことについて～将来,自 分で稼 いで生活す る

　　わけで…～」

(2)単 元について

　法教育では法に関する知識,と りわけ憲法や法の基

本原理を理解 させ るとともに,そ れを活用できる力を

養いつつ,国 民として自由で公正な社会の運営に参加

できるようにしなければならない。特に喫緊の課題 と

して,働 く場で自分の,あ るいは自分たちの権利を守

るために必要な労働法や労働者の権利に関わる知識

が,若 年層にほとんど系統立てて教えられていない,

とい うことが挙げられる。そのような現状を改め,社

会生活における職業の意義と役割及び雇用と労働条件

の改善について,勤 労の権利 と義務,労 働三法と関連

(4)授 業の実際

　授業は,全10時 間 とす る。平成25年10.月 か ら11月 に

か けて,9年 生2ク ラスで実施 した。その 中の第4次

の 内容 を中心 に授業の概 要 と生徒の記述 を記載す る。

第1次

第2次

第3次

第4次

第5次

裁 判 の 種類 と人 権 ・ ・ ・ ・ ・ …　 3時 間

裁 判 員 制度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …　 2時 間

働 く こ との 意 義 と労働 者 の権 利 ・ ・2時 間

労働 法 で 考 え る ・ ・ ・ ・ ・ ・ …　 2時 間

働 きや す い職 場 を 築 くた め に …　 　 1時 間

【第4次 　 「労働法で考える(1)」 について】

〔学習課題〕

　 日本の労働環境について現在の状況をとらえる。企

業による生産活動の 目的を理解 した上で,労 働者と使

用者の関係 を理解する。

〔授業の概要〕

①　資料か ら日本の労働環境の現状 を調べてま とめ
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　た。平成24年 度 「就業構造基本調査」(総務省)の 資

　料をもとに,若 者の非正規社員比率に注目し,そ の

　割合が高ければ十分な社会保障が受けられず,そ の

　延長線上には貧 困が待ち受けていることを理解す

　 る。使用 した資料は,正 規 ・非正規の推移,年 齢別

　にみた 「正社員にな りたい者」の状況,年 齢別 ・雇

　用形態別の平均収入の比較,独 り親世帯の貧困率の

　国別比較(日 本政府の介入で,む しろ日本の貧困率

　が上昇している),貧 困の輪,カ フカの階段,を 使用

　 した。

②　具体的事例から事実をつかみ,問 題点をとらえ,

　 自分が当事者だとしたら,ど のように対応するか考

　 えた。

〔事例〕

上相 当で あると認 め られ ない場合 は,

濫 用 した もの として,無 効 とな る。」

その権利を

　 あなたは,現 在 の会社 に入 社 して2年 目をむか え

ま した。 この会社 は,入 社試 験で唯一内定 をもらっ

た会社 です。 大きな会社 ではないが,活 気があ り,

自分 の力 が出せ る と思い入社 しま した。仕 事内容 に

も慣れ,営 業 の仕事 も トップではない ものの,同 じ

営業職 の中では,頑 張ってい るほ うだ と思 っていま

す。ある朝,営 業の外回 りへ行 く準備 を してい ると,

社長 が来 て 「ち ょっ と社長 室へ来て くれ」 と言われ

ま した。す ぐに社長 室へ行 くと,い きな り社 長か ら

「君 はク ビだ。明 日か ら会社 には来 な くていい。」と

言 われ ま した。正 直,頭 の 中がパニ ックにな り,た

だ呆然 とその場 に立 ち尽 くす しかあ りませんで した。

④　私たちは会社で働くとき,基 本的に 「労働契約」

　を会社 との間で結んでいる。つま り契約上の権利 と

　い うものは 「主張 しなければ実現 しない」とい うこ

　 とを説明 した。なお,労 働問題の解決方法は多様で,

　さまざまな労働法(労 働関係の法律一般のこと)が

　整備されている。 しか し,た くさんある法律のそれ

　ぞれの利点 と欠点を正確に把握することは,専 門家

　でない ときわめて難 しい。具体的には,問 題が生 じ

　た時に,訴 訟を起こすのか,そ れ とも労基署に相談

　するのか,(扱 う法律,こ こでは労契法第16条 と労基

　法第20条 ①を取 りあげたが,労 基署は後者の労基法

　中心に対応するので)に よって労働者にもた らせる

　結果が異なる場合が考えられることについても説明

　 した。

【第4次 　 「労働法で考える(2)」 について】

〔学習課題〕

　使用者と労働者の問で生 じた雇用関係 に関する問題

を通 して,労 働者の権利 について理解する。

〔授業の概要〕

①　事例の概要をつかみ,時 事に基づいて 自分の考え

　をま とめる。三角ロジック(図1)を 使用 して考え

(生徒が考えた対応策)

なぜ ク ビになったかを考え る。社 長に理 由を聞 く。

同僚 に相 談す る。新 しい職 を探す。何 とか社 長 に頼

み こむ。社長 を訴 える。 労基署へ相談す る,な ど。

③ 　特に,訴 訟 と労働基 準監督 署へ相 談す る,に 着 目

　 した。 問題 を解決 す るために,労 働 法が どの よ うに

　 関わって くるのか考 えた。 関連す る法律 として,以

　 下の2つ を取 り上げた。

労働基準法第20条 ①

「使用者は,労 働者を解雇 しようとする場合におい

　ては,少 なくとも30日前にその予告をしなければ

　ならない。30日 前に予告しない使用者は,30日 分

　以上の平均賃金を支払わなければならない。但 し,

　天災事変その他やむを得ない事由のために事業の

　継続が不可能となった場合又は労働者の責に帰す

　べき事由に基いて解雇する場合においては,こ の

　限 りでない。」

労働契約法第16条

「解雇は,客 観的に合理的な理由を欠き,社 会通念

る。

　使用者側の主

張と労働者側の

主張のそれぞれ

に立って,判 断

理由を考える。

②　生徒 は 「事実」 について は,ア ナ ウンサーが寝過

　 ご して ラ ジオ放送 が でき なか った こ と,ア ナ ウン

　サーが寝過 ご した際,事 実 と異 なる事故報告書 を作

　成 した こ と,上 司 に事故報告 をせず上司 は1週 間後

　 に知 った こ と,将 来 を考 え,懲 戒解雇 を普通解雇 に

　 した こ と,な どの事実 をつかみ,何 が問題 とな って

　い るのか理解す るこ とがで きた。今回 は,ク ラス を

　半分 に して,「 解雇 され る」・「解雇 無効 」のそれぞれ

　の立場か ら理 由づ けをさせた。
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(生徒の記述)

〔事例〕

(株)甲 は,テ レビ ・ラジオの放送事業会社で,Aは

この会社 のアナ ウンサーで あった。Aは,平 成25年

10.月29日 か ら30日 にか けて,B(事 務担 当者)と 宿

直勤務 にっいたが,寝 過 ご したた め,担 当す る30日

午前6時 か ら10分 間放 送 され るべ き定時 の ラジオ

ニ ュース を放送す ることがで きなか った。 また,同

じ年ll月11日 か ら12日 にか けて,　C(事 務担 当)と

宿直勤務 についたが,寝 過 ご したた め,担 当す る12

日午前6時 か らの定時の ラジオニ ュース を約5分 間

放 送で きなか った。Aは,こ の12日 の事故 について

は,上 司に事故報告 を してお らず,1週 間後 にこれ

を知ったD部 長か ら事故報告書 の提 出を求 め られ,

事実 と異 なる事故報告書を提 出 していた。(株)甲 は,

Aの 以上の行為は就 業規則 にある懲戒事 由にあては

ま るので,懲 戒解雇 とすべ きだが,再 就職 な ど将来

を考 えて普通の解雇 として処分 した。

〔最2小 昭和52年1.月31日(労 判268号17頁)を 参 考に,実

際の授業では企業名,登 場人物 を仮名 と して作成。〕

(「解雇無効 」立場の理 由づ け)

・1週 間前 の ことを聞かれて も事実 と異な って しま

　うことは仕方 がない。

・二人いたが起 こされ なかった。(ア ナ ウンサー にの

み 責任 を とらせ るのはひ どい)

・会社 が代理 の人 を準備 していなかった。

・他 に も事務担 当者 で宿 直勤務 していた人がお り,

その人 に も責任 があ る。

・解 雇す るほ どではな く,配 置替 えにす れ ばいい。

　 (15分 間の ミスで,一 生が変わって しま うのはお

か しい)

(「解雇 され る」立場の理 由づ け)

・就 業規則 にある懲戒事 由に当てはま るため。

・2回 も寝過 ごす とい う同 じミスを したか ら。

・事故報告書 もす ぐに出 さなかった し,事 実 と異な

る報告 書を出 してい るか ら。

③　班の中で,ど ちらの判断が,よ り説得力があるの

　か交流をした。その後,再 度自分の考えを確認 した。

　人数では,圧 倒的に 「解雇 される」側が多い。

④　この裁判の判決(解 雇無効)を 先に示 した後,な

　ぜ裁判所がそのような判断を下したのか,解 雇権濫

　用法理について,客 観的合理性 ・社会的相当性 とは

　何をさすのか具体的に説明す る。生徒の判断と逆の

　判決が出たため,生 徒はなぜそのような判決になる

　のか,関 心 を示 した。説明後,理 解 したか ど うか確

　認 す るた めに,労 働者の能力 について,就 業規則 に

　 ある 「労働能率が劣 り,向 上の見込みが ない」 とい

　 う解雇事 由にあた るのか どうかが争われた事例 を取

　 り上げた。(東 京地決平成11年10.月15日(労 判770号

　 34頁 ・判 タ1050号129頁)参 照。

⑤ 　労働 契約法 によ り,使 用者 はそ う簡単 に労働者 を

　解雇す るこ とはで きないはずなの に,な ぜ若者 は追

　い込まれ るのか,な ぜブ ラック企業が問題 にな るの

　か を考 える。企業が解雇す るので はな く,辞 職 に追

　い込んでい る現状 を理解す る。

⑥ 最後 に,労 働 者の権利 を守 るた めに,ど の よ うな

　行動 を とるべ きか,労 働者の立場 にた って生徒 にま

　 とめさせた。

(生徒の記述)

・労働者は勝手に解雇されないようにするためには,

契約上の権利を行使 しなければならない。労働法

の存在 を知 り,司 法によって 自らの権利を守るこ

とが大切である。つま り自らが行動 しなければな

らないと思った。相手側の間違いを見つけていき,

自分にも強い意志が必要になって くると思った。

ブラック企業 についても理解 してお く必要があ

る。

・自分がおかれた状態を冷静に考えた上で,法 律に

基づく判断をする。他者からかけられた圧力を自

分だけで受け止めないようにする。
・法律 についてよく知 り,自 分か ら行動を起こすべ
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きだ と考 えます。 自分の身は 自分で守 るこ と。企

業 と自分 の どこが問題 なのか冷静に考 え,裁 判 を

起 こす な ら基本 的な法律 を理解 し,様 々 な視点か

ら事実 を見てい くべ きです。気軽に相談で きる所

をつ くるべ きです。

・国が しっか りとした対策 をと り,ブ ラック企業や

パ ワハ ラが行 われ てい る会社 を調査す る機 関の権

限を強めてい くことが必要だ と思 う。また,自 分

で守 る方法 を探 し,そ れ を実行 してい くこ とが最

も有効 な方法 だ と思 う。

・自分 を否 定 しない よ うに強い精神 を持 つ…。相手

の,納 得 のいかない行 為 を,法 を用いて どうい う

ところが,な ぜ悪 いのか を理解 す る。 自分がつ ら

い と感 じた ら,労 働者 の権利 を行使 して,勇 気 を

出 して裁判 を起 こすの も手段の一つだ と思 う。 ま

た,ブ ラ ック企 業の実態 を把握 して,新 た な法 を

つ くるな どの行動 をすべ き。

・労働組合 に入 っておき ,日 頃か ら法令 違反が起 き

ていないか気 を配 る。権利 を行使す る勇気を持つ。

・就職す る時に ,ど んな企業か よく調べて選択す る。

・労働者 の権利 を守 るために ,法 律を もとに,自 分

の考 えを主張す るよ うに しなけれ ばな らない。

・労働者 の権利 をきちん と主張す ること。労働者 の

権利 を守って くれ る法律 の存在 を知 るこ と。弁護

士 に相 談す ること。過 去の事例 を知 るこ と。上司

か ら不 当な ことを言 われ て も うなず かない こと。

・労働者 は 自分のため ,会 社 のために頑 張 ってい る

ので,会 社側 は労働者 の ことを しっか りみてい く

べ きだ と思 う。 しっか りみ るか らこそ会社の利潤

につなが ると思 う。

　 生徒の記述 の中に多 く見 られ たキー ワー ドは,自 分

で行 動を起 こす,法 律 をもっ とよく知 り活用 す る,裁

判 を起 こす,相 談機 関には どの よ うな ところがあ るの

か を知 る,相 談機 関を増やす,新 たな法律 の制定す る,

な どであった。

4.成 果 と課題

　成果 としては,第 一に,今 回は,解 雇 に関す る事 例

か ら,事 実をつかみ,何 が問題(労 働 法違反)な のか

を理解 できた。 また,使 用者 の解雇 に対 して,法 的に

どの よ うに対抗 してい けば よいのか,労 働基 準法,労

働 契約 を通 して考 えることができた。使 用者 は,そ う

簡 単に,労 働者 を解雇す ることができない。 しか しな

が ら,使 用者 が,労 働者 が 自ら会社 を辞 め るよ うに仕

向 けたのな ら,一 体法的に どの よ うに対処す れば よい

のか,新 たな問いに出会 い,そ して,自 らの勤労の権

利 を守 るために,労 働 法を学習す ることや,労 働組合

が必要だとい う実感 も持つことができた。

　一方で,課 題 として三つのことを取 り挙げたい。第
一に
,本 実践は,中 単元 「国の政治のしくみ」の中の,

司法権に関する内容の中で,特 に労働法に視点を置い

た授業構成 となっている。つま り,裁 判所の しくみ と

働 き,裁 判の種類 と人権,裁 判員制度 との関連を意識

したものとなっている。生徒たちに司法制度や法に興

味 ・関心を持たせるために模擬裁判を2回 実施 した。

授業実施時期には,近 年希に見る高視聴率を出した

「リーガルハイ」や労働基準監督官の仕事を題材にし

た 「ダンダリン」 とい う番組も放映されるなど,生 徒

の多くは,法 教育について大変興味を持って取 り組む

ことができた。この政治分野の授業の中に,経 済分野

の中単元 「生産 と労働」の中の,働 くことの意義と労

働者の権利,働 きやすい職場を築くための学習を組み

込みなが ら,「働 くこと」に焦点あて,労 働法の視点か

ら法的思考力を身につけさせる実践を展開 した。 しか

し,経 済の仕組み,企 業の役割,消 費者の権利 とい う

学習をほとんどすることなく,授 業を展開 した。経済

の学習をすることなく,労 働法に焦点をあてた授業で

果た して学習効果があるのかどうか。 どのような単元

構成のもと,労 働法を活用 し,な おかつ働 くことにつ

いて,現 実を見つめ,将 来に展望が持てる法教育を行っ

ていけばよいのか,よ り多くの実践を検証 していかな

ければな らない。経済分野を中心にした学習の中で,

労働問題を取 り上げ,そ の問題 における労働法のあり

方を主体的に考察 し,労 働法を活用 して,多 面的 ・多

角的に社会問題の解決をはかろうとする単元の開発な

ど,さ らなる研究が必要であると考える。

　第二に,実 際の授業(第4次 　 「労働法で考える②」)

の中で,法 的思考力を育成するために,あ らか じめ生

徒を使用者側,労 働者側の立場におき,そ れぞれの立

場にたった主張を考え,そ の後両立場の意見交流を行

い,最 終的に自分の最終意見を決める,と い う方法を

行った。この場合,三 角ロジックを使って,事 例をよ

り深く考え,表 現することにもつながる反面,生 徒の

判断が一方に偏って しま う事例だ と,活 発な意見交流

を行 うことが難 しくなる。使用する事例の選択も重要

である。

　第三に,法 解釈をどのような方法で,い つ行 うのが

良いのか，についても検討を要する。今回は,労 働契

約法第16条 の要件については,で きるだけ具体的に,

事例との関係 を意識 して説明 した。法解釈はできるだ

け簡潔にし,生 徒に法律は難 しいもの,と い う認識 を

学習の早い段階で植 え付けないように工夫 していかな

ければな らない。なぜならば,知 識,技 能を活用 しよ

うとい う思いを育むこと,す なわち,リ ーガル リテラ

一233一



シーの育成に裏打ちされた気概 ・信念に少なからず影

響 を与えるからである。

5.お わ りに

　新年 早々,次 のよ うな新 聞記事 が載 ってい た。「広 島

労働 局が,平 成25年9月 に直接訪 問 して調 査 した結果

を発 表 した。 苛酷 な労働 条件 で若者 を使 い捨て る 「ブ

ラック企業」対策 として広 島県内の157事 業所に集 中取

り締 ま り(平 成25年9.月 に直接訪 問 して調 査)を した

結果,9割 近 い138事 業所 で労働 基準法違反な どを確認

し,是 正勧告 を した と発表 した」(平成26年1.月7日 付

読売新 聞)。

　今 後は,実 践 の更な る積 み重 ね を通 じて,生 徒 が よ

り効 果的に リーガル マイ ン ドを育て ることのでき るカ

リキュ ラム開発 を行 いたい。 また,労 働 法 を学ぶ こと

の重要性 を実感 し,今 後 生徒 に訪れ る働 くことと,生

活 の質 のバ ランス を どの よ うに保つ べ きな のか,と

いった視 点か ら実際に 自分たちでル ール を作ってみ る

な ど,将 来 に希 望 を持つ ことがで きるよ うな法教育の

研 究な らびに実践 を進 めていきたい と考えてい る。

〔註〕

(1)中 学校学習指導要領(平 成20年3.月28日 公示)

　 によると,社 会科 〔公民的分野〕については,「人

　 間の尊重についての考え方を,基 本的人権を中心

　 に深めさせ,法 の意義を理解 させ るとともに,民

　 主的な社会生活を営むためには,法 に基づく政治

　 が大切であることを理解 させ,我 が国の政治が 日

　 本国憲法に基づいて行われていることの意義につ

　 いて考えさせ る。」「国民の権利を守 り,社 会の秩

　 序を維持す るために,法 に基づく公正な裁判の保

　 障があることについて理解 させ る…」「『法に基づ

　 く公正な裁判の保障』に関連 させて,裁 判員制度

　 についても触れ ること。」とある。

(2)こ こでい う法教育とは,法 律の専門家でない人々

　 を対象に,法,法 過程,法 制度,こ れらを基礎づ

　 ける基本原則 と価値に関す る知識 と技術を身につ

　 けさせ る教育であ り,自 由で民主的な社会におけ

　 る市民の育成の一助 となるものをさす。東京大学

　 法科大学院 ・出張教室 『ロースクール生が,出 張

　 教室。法教育への扉を叩く9つ の授業』,商事法務,

　 2008P6を 参照。

(3)新 学習指導要領に示された 「法教育」に該当す

　 る部分について,認 識 しておかなければならない。

　 小中学校社会科では,引 き続 き日本国憲法の基本

　 原則,法 の支配,権 利 ・義務の関係,法 に基づく

　 公正な裁判 の保障があることなどを規定 してい

　 る。その中で も,新 たに小学校社会科 において 「国

　 民の司法参加」 を加 え,ま た,中 学校社会科 にお

　 いて 「裁判員制度」 について も触れ るこ とな どを

　 加 え,国 民の司法参加の意義 について考 え させ,

　 国民が刑 事裁判 に参加す るこ とによって,裁 判 の

　 内容 に国民の視点,感 覚が反映 され るこ と等 を期

　 待 して裁判員制度が導入 された こ とに気付かせ る

　 よ うにす るな どの改善が図 られてい る。小 中高等

　 学校 にお ける法教育の位 置づけについては,「 菊池

　 史晃　法律 のひ ろばVOL63　 NO22010」 に詳 し

　 い。

(4)東 京大学法科大学院 ・出張教室　『ロースクール

　 生が,出 張教室。法教育へ の扉 を叩 く9つ の授業』,

　 商事法務,2008,P3-5

(5)本 研 究で言 う 「リーガルマイ ン ド」 とは,一 般

　 的には,法 律専 門家 として必要な能力 を意味す る。

　 例 えば,竜 嵜喜助は紛争解 決能力説 を基 に考 えた

　 場合 の リーガル マイ ン ド(法 的思考力)と は,①

　 問題発 見能 力,② 問題 分析 能力,③ 解決案作 出能

　 力,④ 説 得能 力 の4つ の要 素 か らな る とす る。

　　 (「リーガル ・マイ ン ド　そ して 日本の歩み」『法

　 学教室175号 』,有 斐閣,1995,pp26。)本 研 究にお

　 いては,「 リーガルマイン ド」 を特に リーガル シテ

　 ラシー(法 的素養)の 育成 に裏打 ち された能力 を

　 さす もの とす る。 リーガル リテ ラシーで は,① 知

　 識 面では,価 値 ・原 理に関す る理解,さ らには制

　 度 手続 についての知識の育成が,ま た②技能面で

　 は,知 識 を応 用 させ る技能 と参加 の技能 の育成 が

　 必 要であ り,さ らに③気概 ・信 念 とい った面 の育

　 成 も大切 にす る。 知識だ けで はな く,そ れ をい か

　 に使 った らよいのか とい う技能の面,さ らには,

　 そ うした知識,技 能 を活用 しよ うとい う思い を育

　 む ことが大切 である。前掲書(4)pp　 8-9を 参

　 照。

(6)柳 生大輔　安松洋佳　長野 由知　池野範男　棚

　 橋健治 　木村博 一 「国際的な資質 を育成す る社会

　 科授 業(7)一 思考の再構 成 を促す授業づ くりを

　 通 して一 」,『広 島大学学部 ・附属共同研究紀要』,

　 第40号,2011,pp.231-236

(7)大 村敦志　土井真一 『法教育が め ざす もの一 そ

　 の実践 に向けて』,商 事法務,2009,pp　 11,17

(8)高 等学校での労働法 に関連 した法教育実践 とし

　 て,渥 美利文 「高等学校 にお ける法 教育の展開一

　 東京都 高等 学校 法教育研 究会の議論 を手がか りと

　 して一 『法 と教 育Vbl.1』,法 と教育学会編,2010,

　 pp.50-62,河 村新 吾　「ぶ どう園の労働者」『法 と

　 教 育Vbl.1』,法 と教 育学会編,2010,　 pp.75-81
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　 な どを参照。

(9)労 働 法の教育に関す る学校 教育の現状 を明 らか

　 に した論 文 として,鈴 木 隆弘 「労働 法教 育の現状

　 と課題 」,『法 と教 育Vol.2』,法 と教育 学会編,

　 2011,pp.41-48を 参照。
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